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調査概要

• 調査目的
– 企業のパブリックリレーションズ（広報・PR）業務の現況と人材育成に関するデータの把握

– 「PRプランナー」の資格取得に関する現況、今後の受容性の把握

• 調査対象

‒ 公益社団法人日本パブリックリレーションズ協会の企業会員登録している （会員企業） 613名、
非会員企業996社、

計1,609件。

• 非会員企業については、WEB上で入手可能な調査依頼先（メールアドレス、問い合わせフォーム）を持つ企業リストを作成、
リスト作成に当たっては、以下の2系統の考え方をもとに、業種、規模等にも配慮しつつ、リストアップを行った
A.Web上に公表されている企業団体等に登録している企業から・・・604社
B.スタートアップ企業に該当しうる企業から・・・392社

• 調査方法

‒ インターネットアンケート調査（対象企業に、専用アンケートフォームによる回答を依頼）
• 会員企業については、メールアドレスに一斉送信して回答を依頼

非会員企業については、WEB上で入手可能な調査依頼先（メールアドレス、問い合わせフォーム）を通じて回答を依頼
（参考：メールアドレスを通じた依頼は196社、問い合わせフォームを通じた依頼は800社）

• 調査実施時期

‒ 2023年1月23日～2月8日

• 有効回収数

‒ 192件 （回収率11.9%） ＊会員企業 107件（17.5%）、非会員企業 85件（8.5%）

• 調査目的
– 企業のパブリックリレーションズ（広報・PR）業務の現況と人材育成に関するデータの把握

– 「PRプランナー」の資格取得に関する現況、今後の受容性の把握

• 調査対象

‒ 公益社団法人日本パブリックリレーションズ協会の企業会員登録している （会員企業） 613名、
非会員企業996社、

計1,609件。

• 非会員企業については、WEB上で入手可能な調査依頼先（メールアドレス、問い合わせフォーム）を持つ企業リストを作成、
リスト作成に当たっては、以下の2系統の考え方をもとに、業種、規模等にも配慮しつつ、リストアップを行った
A.Web上に公表されている企業団体等に登録している企業から・・・604社
B.スタートアップ企業に該当しうる企業から・・・392社

• 調査方法

‒ インターネットアンケート調査（対象企業に、専用アンケートフォームによる回答を依頼）
• 会員企業については、メールアドレスに一斉送信して回答を依頼

非会員企業については、WEB上で入手可能な調査依頼先（メールアドレス、問い合わせフォーム）を通じて回答を依頼
（参考：メールアドレスを通じた依頼は196社、問い合わせフォームを通じた依頼は800社）

• 調査実施時期

‒ 2023年1月23日～2月8日

• 有効回収数

‒ 192件 （回収率11.9%） ＊会員企業 107件（17.5%）、非会員企業 85件（8.5%）
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回答企業の属性

• 会員企業は56%、非会員企業は44%。• 会員企業は56%、非会員企業は44%。
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会員／非会員企業の別

N=

全　　体 [192] 55.7 44.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会員企業 非会員企業

107社 85社



N=

全　　体 [192] 18.2 16.1 65.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2000年以降 1970～1999年 1969年以前

回答企業の属性

• 回答企業の設立年代は、1969年以前の企業が66%を占める。2000年以降は18%。• 回答企業の設立年代は、1969年以前の企業が66%を占める。2000年以降は18%。
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回答企業の設立年代

35社 31社 126社

2020年以降
2010年代（2010

～2019年）
2000年代（2000

～2009年）
1990年代（1990

～1999年）
1980年代（1980

～1989年）
1970年代（1970

～1979年）
1960年代（1960

～1969年）
1950年代（1950

～1959年）
1949年以前

2.1 
7.3 8.9 

4.2 6.8 5.2 
9.9 8.3 

47.4 

0%

20%

40%

60%

全体[N=192]

4社
14社 17社

8社 13社 10社
19社 16社

91社



回答企業の属性

• 所在地は東京都が68%を占め、関西が16%。• 所在地は東京都が68%を占め、関西が16%。

4

回答企業の本社所在地

北海道 東北 北関東 東京都
埼玉県
・千葉県

・神奈川県

甲信越
・北陸

東海 関西 中国 四国 九州・沖縄

0.5 - 0.5 

67.7 

4.7 2.1 4.7 
15.6 

1.6 1.0 1.6 
0%

20%

40%

60%

80%

全体[N=192]

1社 0社

130社

1社 9社 4社 9社 3社

30社

2社 3社

N=

全　　体 [192] 67.7 15.6 16.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京都 関西 その他の地域

130社 30社 32社



回答企業の属性

• 従業員規模は500人未満が19%、501 ～5000人が41%、5000人以上が40%。
100人未満は8%（15社）と1割に満たない。

• 従業員規模は500人未満が19%、501 ～5000人が41%、5000人以上が40%。
100人未満は8%（15社）と1割に満たない。
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回答企業の従業員規模

5人未満 5～10人 11～50人 51～100人 101～500人 501～1000人
1001

～5000人
5001～1万人 1万人以上

1.0 0.5 
4.7 1.6 

11.5 10.4 

30.2 

13.5 

26.6 

0%

20%

40%

60%

全体[N=192]

2社 1社
9社 3社

22社

58社

20社 26社

51社

N=
（参考）

100 人未満

全　　体 [192] 7.819.3 40.6 40.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

500人未満 501 ～5000人 5000人以上

37社 78社 77社 15社



N=

全　　体 [192]

【設立年代】　2000年以降 [35]

1970～1999年 [31]

1969年以前 [126]

【従業員規模】(参考 100人未満） [15]

　　　　 500人未満 [37]

　　　　　　 501～5000人 [78]

　　　　　　　5000人以上 [77]

70.3 

51.4 

74.2 

74.6 

13.3 

32.4 

66.7 

92.2 

14.6 

20.0 

16.1 

12.7 

13.3 

24.3 

17.9 

6.5 

13.5 

25.7 

9.7 

11.1 

66.7 

40.5 

14.1 

1.0 

2.9 

0.8 

6.7 

2.7 

1.3 

0.5 

0.8 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

独立した部署が

広報業務を担当

／分掌している

（広報部など）

他の業務と兼務する部署が

広報業務を担当／分掌

しており（総務部など）、

その部署内に、

広報専任の担当者がいる

他の業務と兼務する部署が

広報業務を担当／分掌

しているが（総務部など）、

その部署内には、

広報専任の担当者はいない

広報を担当／分掌している

明確な部署はないが、

広報専任の担当者はいる

広報を担当／分掌する

明確な部署はなく、

広報専任の担当者はいない

その他

1.広報業務の担当部署（広報担当者の状況）

• 「独立した部署が担当／分掌（広報部など）」が70%。
「他業務と兼務の部署が担当／分掌（部署内に広報専任担当者がいる） 」15%、
「他業務と兼務の部署が担当／分掌（部署内に広報専任担当者がいない） 」14%と続く。

– 「広報を担当／分掌する明確な部署はなく、広報専任の担当者はい」は今回調査では該当社は無し。

• 「独立した部署が担当／分掌（広報部など）」が70%。
「他業務と兼務の部署が担当／分掌（部署内に広報専任担当者がいる） 」15%、
「他業務と兼務の部署が担当／分掌（部署内に広報専任担当者がいない） 」14%と続く。

– 「広報を担当／分掌する明確な部署はなく、広報専任の担当者はい」は今回調査では該当社は無し。
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Q1.貴社の広報業務を担当している部署、あるいは広報担当者の状況について、最も当てはまるものについてお答えください。(SA)

135社 28社 26社 2社

18社 7社 9社 1社

1社

1社

1社

23社 5社 3社

94社 16社 14社 1社

2社 2社 10社 1社

12社 9社 15社 1社

52社 14社 11社 1社

71社 5社



* 広報部が
取り扱い
（①②）

* 広報部が
取り扱って
いない（③

④）

＊取り扱っ
ている－計
（①～③）

5.  メディアリレーションズ 91.1 7.8 92.2

11. 危機管理広報／リスク・マネジメント／メディアトレーニング 85.4 14.1 89.6

1.  経営戦略／コーポレート・コミュニケーション 78.6 20.3 95.3

14. ブランド・コミュニケーション（コーポレート／マーケティング） 77.1 20.8 88.5

7.  広報・PR効果測定業務（KGI ／KPI など） 74.0 25.5 76.0

4.  インターナル・コミュニケーション（エンゲージメント、カルチャー変革など） 72.9 25.5 89.1

6.  デジタル・コミュニケーション（PESO）の企画・運営 65.6 32.3 80.2

2. CSR活動／社会貢献 59.4 38.5 87.0

10. グローバル広報 57.8 40.1 62.0

3.  サステナビリティ経営、SDGs／ESG 56.8 40.6 87.0

12. 行政・団体等との広報・PR（パブリックアフェアーズ） 55.7 42.2 73.4

9.  アニュアルレポート／CSR レポート／統合報告書などの制作 43.8 53.6 70.8

13. マーケティング・コミュニケーション 41.7 56.3 72.9

8. IR （インベスターリレーションズ） 39.1 58.9 69.8

85.9 

64.6 

41.1 

41.7 

66.7 

43.8 

30.7 

17.7 

39.6 

9.9 

33.3 

22.4 

10.9 

24.5 

5.2 

20.8 

37.5 

35.4 

7.3 

29.2 

34.9 

41.7 

18.2 

46.9 

22.4 

21.4 

30.7 

14.6 

1.0 

4.2 

16.7 

11.5 

2.1 

16.1 

14.6 

27.6 

4.2 

30.2 

17.7 

27.1 

31.3 

30.7 

6.8 

9.9 

3.6 

9.4 

23.4 

9.4 

17.7 

10.9 

35.9 

10.4 

24.5 

26.6 

25.0 

28.1 

1.0 

0.5 

1.0 

2.1 

0.5 

1.6 

2.1 

2.1 

2.1 

2.6 

2.1 

2.6 

2.1 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①取り扱っている

（広報部が担当）

②取り扱っている

（広報部と他部署が連携）

③取り扱っている

（広報部以外が担当）

2.広報業務の状況-各業務を取り扱っている部署

• 提示した広報業務はいずれも6割～9割台が「取り扱っている」。
– 「取り扱っていない」が相対的に高いのは「10.グローバル広報」62%。

• 《広報部が取り扱い①②》の比率は「5.メディアリレーションズ」91%を筆頭に、「11.危機管理広報（関連）」「1.経営戦略／コーポレート・コミュニケーショ
ン」「14.ブランド・コミュニケーション」などが上位。

• 《広報部が取り扱っていない（③④）》の比率は、「8.IR 」59%を筆頭に、「13.マーケティング・コミュニケーション」「9. アニュアルレポートなどの制作」が5
割台、「3.サステナビリティ経営、SDGs／ESG 」「10.グローバル広報」が4割台。

• 提示した広報業務はいずれも6割～9割台が「取り扱っている」。
– 「取り扱っていない」が相対的に高いのは「10.グローバル広報」62%。

• 《広報部が取り扱い①②》の比率は「5.メディアリレーションズ」91%を筆頭に、「11.危機管理広報（関連）」「1.経営戦略／コーポレート・コミュニケーショ
ン」「14.ブランド・コミュニケーション」などが上位。

• 《広報部が取り扱っていない（③④）》の比率は、「8.IR 」59%を筆頭に、「13.マーケティング・コミュニケーション」「9. アニュアルレポートなどの制作」が5
割台、「3.サステナビリティ経営、SDGs／ESG 」「10.グローバル広報」が4割台。
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Q2.広報業務について、あてはまるものをいくつでもお答えください。(各SA)

全体[N=192]

164社 27社 172社

165社 10社

2社

13社 2社
175社 15社 177社

124社 40社
8社

19社
1社

79社 72社 32社
7社

151社 39社 183社
2社

80社 68社 22社
4社

18社 148社 40社 170社

128社 14社 4社 45社
1社

142社 49社 146社

84社 56社 31社 18社
3社

140社 49社 171社

59社 67社 28社 34社
4社

126社 62社 154社

34社 80社 53社 21社 4社
114社 74社 167社

76社 35社 8社 69社 4社
111社 77社 119社

19社 90社 58社
20社 5社

109社 78社 167社

64社 43社 34社 47社
4社

107社 81社 141社

43社 41社 52社 51社 5社
84社 103社 136社

21社 59社 60社 48社
4社

80社 108社 140社

47社 28社 59社 54社
4社

75社 113社 134社



N=

全　　体 [192]

【設立年代】　2000年以降 [35]

1970～1999年 [31]

1969年以前 [126]

【従業員規模】(参考 100人未満） [15]

　　　　 500人未満 [37]

　　　　　　 501～5000人 [78]

　　　　　　　5000人以上 [77]

31.8 

48.6 

54.8 

21.4 

60.0 

54.1 

28.2 

24.7 

28.1 

31.4 

16.1 

30.2 

26.7 

16.2 

33.3 

28.6 

5.2 

2.9 

3.2 

6.3 

6.7 

2.7 

7.7 

3.9 

1.6 

2.9 

3.2 

0.8 

2.7 

1.3 

1.3 

28.6 

11.4 

16.1 

36.5 

6.7 

18.9 

26.9 

35.1 

0.5 

3.2 

1.3 

3.1 

2.9 

4.0 

2.7 

2.6 

3.9 

1.0 

3.2 

0.8 

2.7 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社長・CEO 

（広報案件は直轄）

経営企画担当役員 総務担当役員 人事担当役員 広報担当役員 該当する経営層は特にいない その他 無回答

3.広報業務に関わる報告・指揮命令系統上のトップ

• 「社長・CEO （広報案件は直轄）」が32%で最も多く、次いで「広報担当役員」 29% 、「経営企画担当役員」 28%。
– 「該当する経営層は特にいない」は1%。

• 「社長・CEO （広報案件は直轄）」が32%で最も多く、次いで「広報担当役員」 29% 、「経営企画担当役員」 28%。
– 「該当する経営層は特にいない」は1%。
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Q3.広報業務に関わる報告・指揮命令系統上のトップは、どの役職の方ですか。
※レポートライン上、広報担当役員等のさらに上の方がいる場合、その方の役職をお答えください。(SA)

61社 54社 10社 3社 55社 1社 6社 2社

17社 11社 1社 1社 4社 1社

17社 5社 1社 1社 5社 1社 1社

27社 38社 8社 1社 46社 5社 1社

9社 4社 1社 1社

20社 6社 1社 1社 7社 1社 1社

22社 26社 6社 1社 21社 2社

19社 22社 3社 1社 27社 1社 3社 1社



5.広報業務担当部署における広報担当者の教育育成状況

• 「ベテラン・経験者・先輩からの伝授・引継ぎ」が92%を占めてトップ。大きく差があって、「経団連主催等の外部セミナー利用」41%、「PRSJのセミナー利
用」39%、「業界団体やグループの勉強会」32%が続く。

– 「PRSJのセミナー利用」 は会員企業で57%、非会員企業では15%。

– 非会員企業では「PR会社を雇って共働」「関連部門の中で意識してローテーションを組んで」が、会員企業に比べて高い。

• 《外部を利用・活用している（③④⑤）》の合計は65%。
– 《外部を利用・活用》は会員企業で75%、非会員企業では52%と、非会員企業の48%は《外部を利用・活用していない》。

• 「ベテラン・経験者・先輩からの伝授・引継ぎ」が92%を占めてトップ。大きく差があって、「経団連主催等の外部セミナー利用」41%、「PRSJのセミナー利
用」39%、「業界団体やグループの勉強会」32%が続く。

– 「PRSJのセミナー利用」 は会員企業で57%、非会員企業では15%。

– 非会員企業では「PR会社を雇って共働」「関連部門の中で意識してローテーションを組んで」が、会員企業に比べて高い。

• 《外部を利用・活用している（③④⑤）》の合計は65%。
– 《外部を利用・活用》は会員企業で75%、非会員企業では52%と、非会員企業の48%は《外部を利用・活用していない》。
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Q5.貴社の広報業務を担当している部署では、広報担当者の教育育成をどのようにしていますか。(MA)

* *外部を利用・活用して
いない（③④⑤以外）

34.9

②ベテラン・経験者・先輩からの伝授・引継ぎ

④経団連（経済広報センター）主催等の外部セミナー利用

③PRSJ（日本パブリックリレーションズ協会）のセミナー利用

⑤業界団体やグループの勉強会があり、これを活用

⑥PR会社を雇って共働しながら学ぶ

⑦広報、マーケティング、IR等の関連部門の中で意識して
ローテーションを組んで育成するようにしている

①社内に独自の広報担当育成プログラムがあり、これを活用

その他

  無回答

92.2 

40.6 

38.5 

32.3 

15.1 

12.5 

7.8 

3.1 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=192]

* 外部を利用・

活用している
（③④⑤）64.6

177社

124社

67社
1社

6社

15社

24社

29社

62社

74社

78社



6.広報・PR・コミュニケーション担当者の育成、スキル向上（プロ育成）について

• 「プロフェッショナルは育成すべきである」が79%と圧倒的で、「必要ない」は2%にとどまる。
– 「どちらともいえない／わからない」は17%。

• 「プロフェッショナルは育成すべきである」が79%と圧倒的で、「必要ない」は2%にとどまる。
– 「どちらともいえない／わからない」は17%。
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Q6.貴社の広報・PRやコミュニケーションの担当者の育成、スキル向上（プロ育成）について、どのようにお考えですか。(SA)

N=

全　　体 [192] 78.6 1.6 17.2 2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プロフェッショナルは

育成すべきである

社内にこの分野の

プロフェッショナルは

必要ない

どちらともいえない

／わからない

その他

151社 3社 33社 5社



7.広報業務担当者へのプロフェッショナル職（専門職）導入状況

• 「広報業務担当者のプロフェッショナル職を導入している」は12%にとどまるが、「導入していないが、広報業務のプロ化には関心がある」は64%と6割強。
「導入していないし、広報業務のプロ化に関心はない」は13%。

– 「わからない」は12%。

• 「広報業務担当者のプロフェッショナル職を導入している」は12%にとどまるが、「導入していないが、広報業務のプロ化には関心がある」は64%と6割強。
「導入していないし、広報業務のプロ化に関心はない」は13%。

– 「わからない」は12%。
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Q7.貴社では、広報業務の担当者に対するプロフェッショナル職（専門職）の導入をされていますか。導入されていない場合、
貴社では広報業務のプロ化に関心をお持ちになっていますか。(SA)

N=

全　　体 [192] 12.0 64.1 12.5 11.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

広報業務担当者の

プロフェッショナル職を

導入している

導入していないが、

広報業務のプロ化には

関心がある

導入していないし、

広報業務のプロ化に関心はない

わからない

23社 123社 24社 22社



広報業務は、社員に幅広く経験させたいため、プロ化するのは難しい

広報業務を外注に頼ることが多いため、プロ化するのは難しい

人事ローテーションがあり、プロを育てにくい

広報業務は社内（他部署）での経験が必要なので、プロ化するのは難しい

プロフェッショナルを社内で育成・認定したいが方法がわからない

中途採用のプロ人材を混在させる（させている）ことで
組織強化しているため関心がない

広報業務をプロ化する必要性がわからない

その他

  無回答

16.7 

4.2 

45.8 

20.8 

4.2 

4.2 

16.7 

16.7 

4.2 

0% 20% 40% 60%

全体[N=24]

8.広報業務のプロ化に関心はない理由

• （N=24と少ないため、参考値とみることが妥当だが）関心ない理由のトップは「人事ローテーションがあり、プロを育てにくい」で約半数を占める。• （N=24と少ないため、参考値とみることが妥当だが）関心ない理由のトップは「人事ローテーションがあり、プロを育てにくい」で約半数を占める。
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Q7SQ. 「広報業務のプロ化に関心はない」とお答えの理由を教えてください。(MA)

N=Q7で「導入していないし、広報業務のプロ化に関心はない」回答企業 [ ]=回答企業数

4社

１社

11社

5社

１社

１社

4社

4社

１社


